
 

1 

 

高圧ガス保安法関係法令の平成２８年１１月１日改正に関する 

解説及びＱ＆Ａについて 

平 成 ２ ８ 年 １ ２ 月 

改正 平成２９年６月 

経 済 産 業 省 

商 務 流 通 保 安 Ｇ 

高 圧 ガ ス 保 安 室 

 

０．今回の改正について 

（答え） 

 ○ 昨今、高圧ガスの安全な利用技術や新たなガス開発が進展している中、こ

のような動向を踏まえ、効率的・効果的な規制となる所要の見直しを行い

ます（産業保安のスマート化）。 

 ○ 具体的には、平成２８年３月に、産業構造審議会保安分科会高圧ガス小委

員会にて、高圧ガス保安のスマート化のための報告書が取りまとめられ

ており、新技術等の出現・普及に円滑に対応する制度への見直しを行うた

め、高圧ガス保安法施行令の他関係法令の見直しを行いました。 

  （参考：産業構造審議会保安分科会高圧ガス小委員会で取りまとめられた高

圧 ガ ス 保 安 の ス マ ー ト 化 の た め の 報 告 書 ：

http://www.meti.go.jp/commit-

tee/sankoushin/hoan/koatsu_gas/pdf/010_05_00.pdf） 

 

１．高圧ガス保安法施行令の一部を改正する政令について 

（答え） 

○ 令第２条第３項第９号中「第１項に規定する設備」は、法第３条第１項第

４号で規定する鉱山における鉱業を行うための設備とは全く関係ありま

せん。 

問１－１．令第２条第３項第９号中「第１項に規定する設備」について、令

第２条第１項は、法第３条第１項第４号で規定する「鉱山における鉱業を

行うための設備（政令で定めるものに限る。）」を受けて、規定してある設

備であるが、令第２条第３項第９号中「第１項に規定する設備」も鉱山に

おける鉱業を行うための設備に限られるのか。 

問．今回の改正の目的や趣旨は何か。 

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/hoan/koatsu_gas/pdf/010_05_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/hoan/koatsu_gas/pdf/010_05_00.pdf
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○ 令第２条第３項第９号に規定する「第１項に規定する設備」は、「ガスを

圧縮、液化その他の方法で処理する設備」を示しています。 

○ 標準状態のガス量０．１５㎥以下の設備内の高圧ガスであって、適用除外

とする設備については、高圧ガス保安法施行令関係告示第４条の２におい

て、指定します。 

 

（答え） 

 ○ 経済産業省令で定める燃焼性の基準として、新たに一般高圧ガス保安規

則第１０１条を以下のとおり新設しております。 

  

  ・一般高圧ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５３号） 

   （燃焼性の基準） 

  第１０１条 令第３条表第１号上欄の経済産業省令で定める燃焼性の基準

は、次の各号のいずれかに該当することとする。 

   一 次のイ及びロのいずれにも該当しないこと。 

    イ 爆発限界の下限が１０％以下のもの 

    ロ 爆発限界の上限と下限の差が２０％以上のもの 

   二 ガスと着火源との接触を維持しない限り火炎が認められないこと。 

 

 ○ 具体的には、上記一般則第１０１条第１号にて可燃性ガスでないことを

示しており、同条第２号の基準を満たすガスとして、製造施設の位置、構

造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示第

１５条に、ＨＦＯ１２３４ｙｆ及びＨＦＯ１２３４ｚｅを規定しており

ます。 

 

  ・製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細

目を定める告示（昭和５０年通商産業省告示第２９１号） 

   （燃焼性の基準を満たすフルオロカーボン） 

  第１５条 一般高圧ガス保安規則第１０１条第２号に規定する燃焼性の基

準を満たすフルオロカーボンは、次のとおりとする。 

   一 フルオロオレフィン１２３４ｙｆ 

問１－２．令第３条表第１号中「難燃性を有するものとして経済産業省令で

定める燃焼性の基準」とはどのような基準か。また、該当するフルオロカ

ーボンはどのようなガスか。 
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   二 フルオロオレフィン１２３４ｚｅ 

 

２．容器保安規則等の一部を改正する省令について 

（答え） 

○ 具体的には以下の改正を行いました。 

○ 地球温暖化係数の低い新たな冷媒の普及を促進するため、地球温暖化係数

が低いフルオロカーボンのうち燃焼性がわずかにある新冷媒（フルオロカ

ーボン３２、フルオロオレフィン１２３４ｙｆ、フルオロオレフィン１２

３４ｚe）について、一定の要件を課すことで不活性ガス（これらの３つ

のガスを「特定不活性ガス」としております。）扱いとし、さらに、これ

まで整備されていなかった冷凍設備及び新冷媒を製造する設備や充塡す

るための設備の技術基準を新たに整備しました。 

○ 様々な形態の水素スタンドの導入を可能とするため、これまで小規模水素

スタンドの技術基準にのみ整備していた水電解水素発生昇圧装置の基準

について、大規模水素スタンド用の技術基準を新たに整備するとともに、

これまで整備していなかった高圧ガス設備を地盤面下に設置するための

技術基準を整備しました。 

○ 毒性ガスとして掲名してあるガス以外のガスについては、これまで、毒性

ガスとして規制する対象に係る指標を、じょ限量としておりました。しか

しながら、長時間の漏えいを前提とする慢性毒性の考え方を、長時間の漏

えいを許容していない高圧法において指標とすることは適当でないこと

から、今後、急性毒性の観点から毒性ガスを規定することとし、「毒物及

び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）第２条で規定する毒物」を毒

性ガスの指標と致します。 

○ スクーバダイビング呼吸用として用いられる、空気より酸素の濃度が高い

ガス（いわゆるナイトロックス）は、酸素濃度１００％のガスと同様に、

販売主任者の選任が必要となっているが、当該ガスは、十分な使用実績が

あり、事故の発生も見られないことから、酸素濃度４０％未満であるスク

ーバダイビング呼吸用のガスについては、通常の空気と同様に販売主任者

の選任を不要と致します。 

○ その他、冷凍設備の指定設備認定が無効にならない工事の見直し、容器を

移動する際の基準に係る緩和要件の変更などの改正を行いました。 

 

問２－１．今回の改正は、具体的にどのような改正が行われたのか。 
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（答え） 

 ○ 特定不活性ガスに係る基準及び毒性ガスに係る基準について経過措置を

設けております。具体的には、以下のとおりです。 

 ○ 施行の際に許可（申請しているものを含む。）、届出、その他製造をしてい

る特定不活性ガスを冷媒とする冷凍設備については、改正前の技術上の

基準を適用することとします。 

 ○ 施行の際に許可（申請しているものを含む。）、届出をしている特定不活性

ガスの製造設備及び貯蔵所の、いわゆるハード基準については、改正前の

技術上の基準を適用することができることとします。また、製造の方法、

貯蔵の方法、移動、廃棄の基準については、１年間、改正前の技術上の基

準を適用することができることとします。 

 ○ 施行の際に許可（申請しているものを含む。）、届出をしている今回の改正

により新たに毒性ガスになるガス及び毒性ガスから外れるガスの製造設

備及び貯蔵所について、１年間、改正前の技術上の基準を適用することが

できることとします。同様に、当該ガスの貯蔵、移動、消費及び廃棄につ

いても、１年間改正前の技術上の基準を適用することができることとし

ます。 

 

（答え） 

 ○ 容器保安則上、充塡することができる高圧ガスが毒性ガスの場合にあっ

ては「毒」と容器の外面に明示することとなっているため、当該容器に毒

性ガスでないガスが充塡されていても法令上違反にはならないが、望ま

しい状態ではないため、出来るだけ早いタイミングで変更を行って頂き

たい。 

 

（答え） 

問２－２．今般の改正に伴う経過措置はどのようなものか。 

問２－３．本改正により毒性ガスから外れるガスの容器の表示について、毒

性ガスでないガスが「毒」と表示された容器に充塡されていても問題はな

いか。 

問２－４．輸入検査の適用除外となる高圧ガスが改正されているが、通関の

手続きはどのようにすればいいのか。 
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 ○ 今般の改正にて、法の適用除外となる設備として、ガス量０．１５㎥以下

のエアバッグガス発生器を適用除外としており、当該エアバッグガス発

生器は、自動車用エアバッグだけではなく、着衣形エアバッグ、救命胴衣

などを膨らますものを対象としております。 

 ○ そのため、これらのエアバッグを膨らますためのエアバッグガス発生器

については、法の適用除外となり、輸入検査も適用除外となります。 

 ○ 従いまして、政令関係告示にて規定する要件を満たしていることを輸入

者自らが確認して頂く必要があり、要件を満たしていれば、輸入検査の適

用除外となります。 

 ○ ガス量０．１５㎥を超えるエアバッグガス発生器については、これまでど

おり輸入検査が必要となりますが、自動車用エアバッグガス発生器につ

いては、一般則及び製造細目告示の要件を満たしていれば、輸入検査は適

用除外となります。 

 ○ また、新たに航空法（昭和２７年法律第２３１号）第１０条の規定に適合

する容器、いわゆる耐空証明を有しており、航空機内で使用するための容

器についても輸入検査の適用除外としております。 

 ○ これらの手続きについて、１１月１日付けで「高圧ガスを封入した緩衝装

置、自動車用エアバッグガス発生器又は消火器に係る輸入の通関の際に

おける取扱いについて（平成２６年１２月２２日付け２０１４１２１７

商局第１号）」を改正しておりますので、ご参照ください。 

 

３．製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目

を定める告示及び高圧ガス保安法施行令関係告示の一部を改正する告示に

ついて 

（答え） 

 ○ 地球温暖化係数の低い新たな冷媒の普及を促進するため、地球温暖化係

数が低いフルオロカーボンのうち燃焼性がわずかにある新冷媒（フルオ

ロカーボン３２、フルオロオレフィン１２３４ｙｆ、フルオロオレフィン

１２３４ｚe）について、省令の改正により、不活性ガスの一部とし特定

不活性ガスとして位置づけることとしました。これに伴い、告示で定める

個別の措置について、次の項目について所要の改正を行いました。 

    ・特定不活性ガスを製造する設備の技術基準の整備 

    ・人体用エアゾールの噴射剤として使用することができる可燃性ガスの

問３－１．今回の改正は、具体的にどのような改正が行われたのか。 



 

6 

 

見直し 

    ・適用除外の対象となるフルオロカーボン回収装置内の高圧ガスの見直

し 

    ・適用除外の対象となるエアゾール製品等の表示の見直し 

○ 政令の改正により、設備内の高圧ガスの容積が０．１５㎥以下のうち経済

産業大臣が定めるガスは、高圧ガス保安法の適用除外となります。改正政

令に基づき、以下の高圧ガスを適用除外の対象として定めることとしまし

た。具体的な要件については告示を参照してください。 

    ・分析機器内の高圧ガス 

    ・エアバックガス発生器内における高圧ガス 

    ・空気銃、準空気銃及び放水銃並びにこれらに充塡するための設備内にお

ける高圧ガス 

    ・冷凍設備へ高圧ガスを充塡するための設備内における高圧ガス 

 

（答え） 

 ○ 特定不活性ガスが充塡されているエアゾール製品等の表示事項について、

施行の日から１年６ヶ月間、改正前の表示事項でもよいこととします。 

 

（答え） 

 ○ 適用除外とする設備内の高圧ガスについて、充塡するガスが二酸化炭素

又はフルオロカーボンのうち一般則に規定する不活性ガスに限ることと

しております。 

 ○ そのため、充塡するガスが一般則に規定する不活性ガスでないフルオロ

カーボンの場合には、適用除外とはならず、製造の許可又は届出が必要と

なります。 

 

（答え） 

問３－２．今般の改正に伴う経過措置はどのようなものか。 

問３－３．政令関係告示に新設された適用除外設備のうち、冷凍設備へ高圧

ガスを充塡するための設備内の高圧ガスについて、対象となるガス種は何

か。 

問３－４．政令関係告示に新設された適用除外設備のうち、冷凍設備へ高圧

ガスを充塡するための設備内の高圧ガスについて、販売届は必要か。 
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 ○ 当該設備（圧縮機を除く。）にて充塡する製造行為は適用除外となります

が、容器則容器に充塡されてあるガスを販売する行為は、適用除外とはな

らないため、販売届は必要です。 

 

（答え） 

 ○ 今般の改正にて、特定不活性ガスが封入されているエアゾール製品等に

ついての表示事項を、当該ガスの特性を踏まえ、「高温に注意」や「炎や

火気の近くでは注意して使用すること」などを表示する旨を新たに規定

しております。 

 ○ 表示事項については、エアゾール製品等の通関後に対応して頂くことに

なりますが、通関の取扱いについて、今般の省令改正により可燃性ガス及

び毒性ガスの定義が見直されたこと並びに通関のペーパレス化に対応す

るため、「高圧ガス保安法の適用除外となるエアゾール製品等の通関の際

における取扱いについて（２０１６１０２５商局第５号）」を制定してお

りますので、ご参照ください。 

 ○ これまでの運用通達である「高圧ガス保安法の適用除外となるエアゾー

ル製品等の通関の際における取扱いについて（平成０９・０３・２７立局

第２号）」は廃止しておりますが、既に通関を行ったエアゾール製品等に

おけるこれまでの通達に基づく成績書又はその写しについては、従前の

とおり活用して頂いて差し支えありません。 

 

４．高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）の一部を改

正する規程について 

（答え） 

 ○ 具体的に、以下の事項について改正を行いました。 

 ○ 高圧ガスの処理量の合算規定の見直しとして、同一事業所内における独

立非連結の処理量１００㎥以下の設備等について合算しなくてもよいこ

ととします 

  ○ 高圧ガスの貯蔵量の合算規定の見直しとして、容器間に障壁等がある場

合等の合算すべき距離について明確化しました。 

問４－１．今回の改正は、具体的にどのような改正が行われたのか。 

問３－５．適用除外となるエアゾール製品等の表示事項が改正されている

が、通関の手続きは変更されるのか。 
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  ○ 液化ガスの対象の再整理を踏まえた見直しとして、大気圧下の沸点が４

０℃を超える液体が、その沸点以上かつ実際の圧力が１メガパルカル以

上のものを液化ガスとします。（「かつ１メガパスカル以上の状態」を追

加）。 

 なお、法第２条第３号前段において、「常用の温度において圧力が０．２

メガパスカル以上となる」とは、当該液化ガスの常用の温度における蒸気

圧が０．２メガパスカル以上の場合を言います。 

 

 

 

  ○ 毒性ガスの対象の再整理を踏まえた見直しとして、省令改正にて、掲名し

ているガス以外のガスについて、急性毒性の観点から毒劇法の毒物とし

て定義したことに伴い、高圧法の対象となる毒性ガスの解釈を明確化し

ました。 

  ○ 新冷媒の普及に向けた規制の見直しを踏まえた対応として、保安用不活

性ガスの定義について明確化しました。 

  ○ 法の適用除外となる設備について、その対象を明確化などしました。 

  ○ その他、省令改正による冷凍設備の指定設備認定が無効とならない工事

の見直し、水素スタンドの技術基準の見直しに伴い、所要の改正を行いま

した。 
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（答え） 

 ○ 本改正が施行された平成２８年１１月１日時点で設置されている設備

（許可の申請をしているものを含む。）については、これまでの解釈によ

るものと致します。 

 ○ ただし、本改正により液化ガスから外れるガスの設備について、新たな解

釈対応するための手続きとしては、法第１４条第２項に基づく軽微変更

届（例えば一般則第１５条第１項第４項）又は法第２１条第１号若しくは

第２号の廃止届（例えば一般則第４２条第２号）を行って頂くことになり

ます。 

 ○ その際、軽微変更届を行う場合は、法の適用から除外させる設備の範囲を

明確にする必要があります。なお、設備によっては、労働安全衛生法の対

象となる場合がありますので、ご確認してください。 

 

（答え） 

 ○ １つの製造施設の処理能力が１００㎥（第１種ガスにあっては３００㎥）

未満である製造施設（いわゆる第２種製造者に該当する施設）であって、

いわゆる独立非連結であるもの（ユーティリティとして用いる窒素若し

くは空気の配管で接続され、かつ、緊急時に当該ガスの供給を遮断する措

置が講じられているものを含む。）にあっては、処理能力を合算しなくて

もよいものと致します。 

 ○ なお、事業者の判断により、これらの施設を合算しても特段問題ありませ

ん。 

 

（答え） 

 ○ 既に法第５条第１項の許可を受けた施設の一部のうち、処理能力１００

㎥未満であって独立非連結など要件を満たす施設を合算しないこととす

るためには、第１種製造者として法第１４条第２項に基づく軽微変更届

問４－２．液化ガスの定義見直しによる、既存設備の取扱いはどのようにな

るのか。 

問４－３．処理能力の合算について、どのような施設が合算しなくてもよい

対象なのか。 

問４－４．既に法第５条第１項の許可を受けた施設の一部を、合算しないこ

ととするための手続きはどのようにしたらよいのか。 
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（例えば一般則第１５条第１項第４項）により、第１種製造者の製造施設

の範囲から除いて頂き、新たに法第５条第２号に基づく第２種製造者と

しての届出を出して頂く必要があります。 

 ○ その際に、法第５条第１項の許可の際に添付した図面等については、法第

５条第２項の届出の際に省略することが出来ることと致します。 

 

（答え） 

 ○ 容器以外の貯蔵設備と容器以外の貯蔵設備、容器と容器以外の貯蔵設備

については、これまで規定のとおり３０ｍ以下の場合は合算することと

になります。 

 ○ 今般新たに容器と容器については、２２．５ｍ以下の場合は合算すること

とすることとし、容器と容器の間に障壁などが設置され有効に遮られて

いる場合にあっては１１．２５ｍ、容器置場が８㎥以下の場合であって障

壁などが設置され有効に遮られている場合にあっては６．３６ｍ以下の

場合に合算することと致します。 

 

（答え） 

 ○ 既に設置されている貯蔵所にあっては、新たな合算の規定により貯蔵量

を算出しても良いことと致します。 

 ○ 法第１６条第１項の許可を受けて設置している第１種貯蔵所について、

新たな合算規定により貯蔵量を算出し、第２種貯蔵所とするためには、第

１種貯蔵所の法第１９条第２項に基づく軽微変更届（例えば一般則第２

８条第１項第４号）を行って頂き、法第１７条の２第１項の規定に基づく

第２種貯蔵所としての届出を出して頂く必要があります。 

 ○ その際に、法１６条第１項の許可の際に添付した図面等については、法第

１７条の２第１項の届出の際に省略することが出来ることと致します。 

 ○ また、既に設置してある第１種貯蔵所又は第２貯蔵所について、新しい合

算の規定により許可又は届出の必要ない貯蔵量となる場合には、当該貯

蔵所について、法第２１条第４号の規定に基づく廃止届をしない限り、引

き続き、第１種貯蔵所又は第２種貯蔵所の技術上の基準に適合する必要

問４－５．貯蔵量の合算の見直しについて、どのような場合が見直しの対象

となるのか。 

問４－６．既に設置されている貯蔵所の取扱いはどのようになるのか。 
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があります。 

 

（答え） 

 ○ 混合物の爆発限界については、原則実測で得られたデータを用いること

とします。 

 ○ 今般、簡易的な計算により算出する計算式を新たに規定しております。 

 ○ なお、実測データがない場合や、簡易的な計算でも困難な場合、文献等を

用いることにより爆発限界値を推定し、都道府県に相談しても差し支え

ない。 

 

（答え） 

 ○ 今般の改正により毒性ガスは、掲名されているガスに加え、毒物及び劇物

取締法（昭和２５年法律第３０３号）第２条第１項で規定する毒物のうち、

ガス（吸入）で評価された毒物であって、法第２条の定義による高圧ガス

であるものとなります。 

 ○ 掲名するガス及び毒劇法第２条第１項で規定する毒物と他のガスとの混

合物にあっては、曝露経路がガスによる吸入であって、急性毒性（LC50）

が５００ｐｐｍ(４時間)以下である場合のものを毒性ガスとします。 

 ○ ただし、掲名するガス及び毒劇法第２条第１項で規定する毒物が５０％

以上の混合物については、毒性ガスとして扱うことと致します。 

（答え） 

○ 以下に示す１６物質が該当します。（平成２９年６月現在） 

○ このうち、１０物質は一般則の毒性ガスに掲名されています。（一般則第

２条第１項第２号） 

  

問４－７．可燃性ガスの混合物の爆発限界は、どのように求めるのか。 

問４－８．毒性ガスの混合物の毒性値は、どのように求めるのか。 

問４－８－(２)．毒性ガスに該当する毒劇法毒物のうち、曝露経路がガス（吸

入）であって、急性毒性（ＬＣ５０）が５００ｐｐｍ（４時間）以下に相当

する物質にはどのようなものがあるか。 
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（答え） 

 ○ 原則、毒劇法で毒物に指定された時に用いたデータを使用致します。 

 ○ また、製剤にあっては、原体の急性毒性の値を用いることとし、１時間値

しか得られない場合は GHS（国際連合化学品の分類および表示に関する世

界調和システム）第３．１章急性毒性の注意書きに基づき、１時間での数

値を２で割った値を４時間に相当する値と致します。 

 

 

５． 各改正項目毎について 

（答え） 

 ○ 燃焼性を僅かに有する新冷媒については、不活性ガスに位置づけるとと

もに、その上で、不活性ガスのうち当該ガスを特定不活性ガスと定義して

問４－９．毒性ガスの混合物の計算に用いる値はどの値を使用すればよい

か。 

問５－１．新冷媒の普及に向けた改正は、どの法規がどのように改正された

のか。 

№ CAS 物質名 毒劇法該当箇所
一般則で
掲名の有無

ＬＣ50の値

ｐｐｍ（４ｈ）

1 10294-34-5 三塩化ホウ素 政令第1条第6号の10 ― 26.5（ラット、マウス）
2 7637-07-2 三弗化ホウ素 政令第1条第6号の12 掲名ガス 436（ラット）
3 7783-55-3 三フッ化リン 政令第1条第6号の13 掲名ガス 33.52(マウス、LCLo）

4 74-90-8 シアン化水素
法律別表第1第7号
政令第1条第8号

掲名ガス 50.2（ラット）

5 460-19-5 ジシアン 政令第1条第8号 ― 175（ラット）
6 506-77-4 塩化シアン 政令第1条第8号 ― 44.7（マウス）
7 7783-60-0 四フッ化硫黄 政令第1条第13号の3 掲名ガス 19（ラット）
8 19287-45-7 ジボラン 政令第1条第13号の4 掲名ガス 40（ラット）
9 7783-79-1 フッ化セレン（VI） 政令第1条第18号 ― 5（ラット、LCLo）

10 7783-07-5 セレン化水素 政令第1条第18号 掲名ガス 2.63（モルモット、参考値）
11 7784-42-1 アルシン（ヒ化水素） 政令第1条第23号 掲名ガス 16.2（ラット）
12 7784-36-3 五フッ化ヒ素 政令第1条第23号 掲名ガス データなし
13 2699-79-8 フッ化スルフリル 政令第1条第24号の2 ― 400（マウス）
14 75-44-5 ホスゲン 政令第1条第26号の4 掲名ガス 5.58（ラット）
15 7803-51-2 ホスフィン（リン化水素） 政令第1条第30号 掲名ガス 11（ラット）
16 7783-82-6 六フッ化タングステン 政令第1条第31号 ― 117（ラット）

注１） 　表中の法律とは：　毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）
２） 　表中の政令とは：　毒物及び劇物指定令（昭和40年政令第2号）

（毒劇法該当箇所は平成28年7月1日改正時点のものを示す）

備考１） 　LC５０の値は、厚生労働省のホームページＧＨＳモデル・ＳＤＳ情報、

毒物及び劇物取締法に関する通知等ホームページより引用しています。

２） 　LC５０の値の括弧内は実験対象とした動物の種類を示します。
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おります。 

・容器則第２条第２９号 

   ・冷凍則第２条第１項第３号、第３号の２ 

   ・一般則第２条第１項第１号、第４号、第４号の２ 

   ・コンビ則第２条第１項第１号、第３号、第３号の２ 

 ○ 特定不活性ガスの冷凍設備に係る具体的な技術上の基準については、冷

凍則第７条、第１２条、第１５条、第３４条、第５７条を改正しておりま

す。 

 ○ 特定不活性ガスを製造したり充塡したりする製造設備に係る具体的な技

術基準については、一般則第６条、第８条及び第１８条、コンビ則第５条

及び第１０条並びに製造細目告示第１条の１３を改正しております。 

 ○ これらの製造設備の処理能力が１００㎥以上である場合には許可の対象

となるが、政令第３条表第１号に規定するガスにあっては３００㎥とな

っており、今般の改正により、燃焼性を僅かに有するガスにあっても対象

とするため、政令第３条表第１号、一般則第１０１号、製造細目告示第１

５条を改正しております。 

 ○ 特定不活性ガスの移動については、一般則第４９条、第５０条を改正して

おり、また廃棄については、一般則第６２条、冷凍則第３４条を改正して

おります。 

○ 特定不活性ガスを新たに規定したことに伴い、人体用エアゾールの噴射剤

として使用することができる可燃性ガスを規定している製造細目告示第

１１条の２、適用除外となるフロン回収装置の要件を定めている政令関係

告示第２条及び適用除外となるエアゾール製品等の要件を定めている政

令関係告示第４条を改正しております。 

○ その他、本改正に伴い、「各規則の機能性基準の運用について」、「指定設

備の認定要領について」、「高圧ガス保安法施行令関係告示（平成９年通商

産業省告示第１３９号）第２条の運用及び解釈について」、「高圧ガス保安

法の適用除外となるエアゾール製品等の通関の際における取扱いについ

て」の通達についても改正しております。 

 

（答え） 

 ○ 毒性ガスのうち掲名されているガス以外のガスについては、容器則第２

問５－２．毒性ガスのうち掲名されているガス以外のガスの定義が見直され

ているが、どの法規がどのように改正されたのか。 



 

14 

 

条第３０号、一般則第２条第１項第２号及びコンビ則第２条第１項第２

号を改正しております。 

 ○ 定義見直しに伴い、距離の規定の見直しとしてコンビ則第５条を改正す

るとともに、軽微変更の対象の見直しとして一般則第１５条、第２８条

及び第５７条並びにコンビ則第１４条を改正しております。 

 ○ 同様に、エアゾールの製造に使用できる毒性ガスを定めた製造細目告示

第１０条の３について改正しております。 

 ○ 今回見直しを行った掲名されてないガス以外のガスの解釈について、

「高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）」に

明記しております。 

 

（答え） 

 ○ 高圧ガス保安法の適用除外となる高圧ガスとして、ガスの容積が標準状

態で０．１５㎥以下の設備内の高圧ガスであって、経済産業大臣が定め

るものとして、概括的な規定を政令第２条第３項第９号に新たに創設し

ております。 

 ○ 具体的に経済産業大臣が定めるものとして、政令関係告示第４条の２を

創設し、適用除外対象のものを規定しております。 

 ○ なお、新たに適用除外の対象のものの解説について、「高圧ガス保安法

及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）」に明記しております。 

 ○ また、今回適用除外となるエアバッグガス発生器の対象として救命胴衣

も含まれることから、輸入検査を要しない高圧ガスを定めている一般則

第４６条を改正するとともに、輸入検査の適用除外となるものの通関の

手続きを定めている通達「高圧ガスを封入した緩衝装置、自動車用エア

バッグガス発生器又は消火器に係る輸入の通関の際における取扱いに

ついて」についても改正しております。 

 

 

 

 

備考 ・平成 29 年 6 月 23 日 問４－８－(２)．を追加しました。 

問５－３．少量の高圧ガスを利用する設備を新たに適用除外とする規定が創

設されているが、どの法規がどのように改正されたのか。 


